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中国対外政策の新段階
― 国際秩序への適応と新秩序創造 ―
中　川　涼　司 *
The New Stage of Foreign Policy of China:
Adaptation for International Order and Creation of New Order
NAKAGAWA, Ryoji
After the adoption of reform and opening policy in 1978, China achieved the rapid 
economic growth and, at the same time, promoted to access and adapt to existing 
international orders. In 2005, China accessed to WTO after 15 years negotiation. China 
adopted the low-profile policy named “Tao Guang Yang Hui” which Deng Xiaoping directed 
around 1990 as foreign policy. But after the accession to WTO, the Chinese presence in both 
the economic meanings and military meanings in the world has reached the new stage 
which contradicts to low-profile policy. Some people assert that now China is pursuing to 
become the hegemony state. This article analyses the global position of China through 
historical approach and then suggest the characteristics of new stage of foreign policy of 
China. 
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はじめに
周知のように、1949 年の中華人民共和国の成立と 1950-53 年の朝鮮戦争への参戦（事実上の
米中両軍の戦闘）によってアメリカや西側諸国の封じ込め政策の対象であった中国の国際的地
位は 1971 年国連代表権獲得、1972 年のニクソン訪中以降に劇的な転換を遂げ、1972 年に日本
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と 1979 年にアメリカと国交回復に至った。しかし、アメリカは 1979 年に台湾関係法を制定し、
「戦略的曖昧政策」を続けた。
1978 年に開始された中国の改革開放路線によって中国は飛躍的経済発展を遂げ、世界最大の
輸出国となり、2010 年には世界第 2の経済大国となった。中国は急速な経済発展とともに、国
際経済への一体化を強め、既存の国際レジームへの参加も進めた。1980 年に IMF・世銀に、
1992 年に NPT（核拡散防止条約）に加盟し、2001 年末には 15 年越しでWTOに加盟した。
それだけでなく、新しい国際秩序の形成にも動いている。1997年にASEAN+3の枠組みに参加、
2000 年に中国アフリカ協力フォーラムを開催、2001 年にロシア・中央アジア諸国と上海協力
機構設立といった動きである。
中国の外交は 1980 年代末から 90 年代初頭の鄧小平の指示した外交政策をまとめた「二十四
文字指示」（「冷静観察、站穏脚跟、沈着応付、韜光養晦、絶不当頭、有所作為）に従い、大国（と
くにアメリカ）との正面衝突は避けながら冷静に国益を追求する路線をとっている。2003 年に
提起された平和的台頭論も中国脅威論の象徴となってしまったことから撤回し、2005年には「和
諧世界」論が提起された。
また、中国が世界最大の米国債保有者、アメリカの最大の貿易赤字相手国となったことから、
アメリカは対中警戒を強めながらも対中関与政策を展開せざるを得ず、第 2期ブッシュ政権時
の米国務副長官ゼーリック（当時）は「米中は責任ある利害関係者」論を展開、また、アメリ
カの対外政策に強い影響力を持つフレッド・バーグステン（Fred C. Bergsten）は米中の G2
論を展開するに至った（Bergsten [2008]。また批判への反批判として Bergsten [2009]。）。
しかし、中国は 1979 年の中越戦争の経験や 1991 年の湾岸戦争の近代兵器戦を目の当たりに
して、軍の近代化を進めるとともに、陸軍を中心に本土防衛を行うという国防方針から、陸海
空・宇宙を空間とし、ライフライン防衛にも積極的に乗り出してきた。「中国は地域大国から
グローバル大国に脱皮し、利益と影響力は世界に向かっている」（楊毅・海軍少将）（『日本経
済新聞』2010 年 8 月 11 日）との安保観がその背景にある。中国海洋局は 2020 年までに「中レ
ベルの海洋強国入り」を目指すとしている（同前）。それはアメリカや周辺諸国の中国脅威論
を呼び起こしている。2002 年の米『国家安全保障戦略報告』は「潜在的敵国としての中露」と
の位置づけを行い、2006 年国防計画見直し（Quadrennial　Defense　Review：QDR）では「戦
略的岐路にある国家としての中露」、さらに、2010 年 2 月の QDRでは中国が強めつつある「接
近阻止」戦略が米国の軍事力整備と前方展開態勢を考察する際の安全保障環境の重要な考慮要
因として重視されている。つまり、中国は「国防圏」と位置付ける第 1列島線（沖縄、台湾、フィ
リピンをつなぐ線）を超え、第 2列島線（日本列島から、サイパン、グァムをつなぐ線）に影
響力を拡大し、南シナ海については「核心的利益」を持つ海域として南沙諸島の実効支配を強
化するとともに大規模部軍事演習を展開また、さらにインド洋において「真珠の首飾り」（パ
キスタンのグワダル港、スリランカのハンバントータ港、バングラデシュのチッタゴン港、ミャ
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ンマーのチャウクビュ港）の港湾整備に乗り出している。そのことが、アメリカにとっては前
方展開を制限し、国際的公共財を阻害するものとの位置づけから、海空から統合的に対抗する
との考えである。2010 年 5 月 27 日に発表されたオバマ政権初の「国家安全保障戦略」では、
中国・インド・ロシアと「より深く、効果的なパートナーシップの構築」を目指すことが表明
された。中国に対しては、米中両国がともに懸念する問題について協力して取り込む一方、「中
国の軍事近代化計画を注視し、米国の国益や同盟国が悪影響を受けないことを地域・世界規模
で確実にするよう状況に応じ準備する」との立場が明確にされた
Ⅰ．中国の対外政策をめぐる研究動向と本稿の課題
近年、中国の対外政策について、とくに米国との関係について、日本語、中国語、英語で多
くの文献が出版されている。
なかでも天児慧（天児 [2010]）は 2002 年の共産党第 16 回大会以降の「大国外交」について
多側面から分析し、現状を明らかにしている。畠山編 [2010]（とくに単年に政策変化や事実変
化をフォローした第Ⅱ部、第Ⅲ部）は米中の双方から安全保障についてとらえるバランスのと
れた好書である。そこでは中国の大国化の中で、アメリカが協調的な関与政策と対決的な封じ
込め政策（より限定的にいえば警戒政策）の両面で対応していることや、逆に中国はアメリカ
の覇権主義に対する不満を高めつつ、ロー・プロフィール政策によって対決を避け、実利を取
ろうとしている姿を見てとることができる。
毛里和子（川島・毛里 [2009]）は 2000 年代以降、外交を拘束する要件として国際環境の安定、
戦略論としてパートナーシップ、国際システムへの態度として、システム作り模索、国際シス
テムへの関心として「利益に導かれた新機能主義」を挙げている。
本稿の課題は 2002 年以降の中国対外政策の新段階を歴史的にみてどのような段階であるか
を歴史的アプローチによって明らかにし、また、現在の基本構図をスケッチすることにある。
分析視点としては、覇権主義的なアプローチは採らず、まずは中国の対外関係の基軸となる米
中間の利害関係の分析から、他の諸国との関係の分析を行なう。
Ⅱ．中国の対外政策
1．改革・開放前の中国の対外政策
改革・開放前の中国の対外政策について簡単に振り返っておく。
1949 年 10 月 1 日に中華人民共和国が成立した。建国当初の中国の対外政策は「向ソ一辺倒」
政策として特徴づけられるが、これは社会主義陣営として、資本主義（自由主義）陣営に対抗
するという単純なものではなかった。中国国民党はソ連共産党をモデルに作られており、直接
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の援助関係もあったほか、連合国として中華民国政府とソ連政府が同盟する関係にもあった。
逆に、毛沢東はソ連の影響下にある国際共産主義運動（コミンテルン）直結派を排除して、革
命を成功させていた。しかし、毛沢東は米ソ冷戦の現実から、どちらにつかないことはありえ
ず、意識的に「向ソ一辺倒」の政策を採ったのである。実際、ソ連から多くの技術的、経済的、
軍事的支援を受け、それは中国の建国当初の国家建設に大いに貢献した。しかし、1953 年にス
ターリンが死去し、1956 年ソ連共産党第 20 回党大会で、書記長となったフルシチョフがスター
リン批判を行って平和共存路線を打ち出したことで、中ソ間の対立が深まり、1960 年 4 月『人
民日報』及び『紅旗』が共同論説「レーニン主義万歳」発表し、中ソ論争が表面化した。同年
6月にはソ連の技術者の総引き上げをし、1966 年中国はソ連を「社会帝国主義」と規定、1969
年には珍宝島（ダマンスキー島）事件が発生して武力衝突にまで至った。中国は1954年のネルー
との会談、1955 年のアジア・アフリカ会議（バンドン会議）において非同盟諸国との関係を強
めていたが、ソ連との対立関係の深まりと合わせ、親中社会主義国であったアルバニア、ソ連
とある程度距離（距離は国によって異なる）を置いていたユーゴ・スラビア、北朝鮮、ルーマ
ニア等の社会主義国との関係も維持した。もっとも、インドとは 1959 年のダライ・ラマのイ
ンド亡命受け入れや 1962 年の国境紛争から関係が悪化し、むしろインドと対立関係にあった
パキスタンとの関係が強化された。また、協力関係にあったインドネシアのスカルノ政権は
1965 年の 9・30 事件で失脚し、後を継いだスハルト政権は反共姿勢を明確にし、共産党を壊滅
させたことから関係は悪化した。また、文化大革命の「輸出」として、毛沢東主義を掲げる諸
勢力を各国内で育成した。これが各国の共産党や民族解放組織等との対立関係を生んだ。
これらの状況はアメリカの対中接近によって変化した。泥沼化するベトナム戦争の状況打開
とソ連との対抗のため、1971 年頃からアメリカは中国に接近し、1971 年、中国（中華人見共
和国）は国連の代表権を獲得し、中華民国政府はアメリカの意図を超え、国連を脱退した。
1972 年にニクソンが訪中、上海コミュニケが出され、それを受け、日本の田中角栄首相が訪中、
日中共同宣言がだされることで、日中間の国交が回復した（台湾との日華平和条約は破棄）。
中国の国連代表権獲得により、中華民国（台湾）はいかなる国際機関にも代表権を持たないこ
ととされ、中国は国際機関復帰への条件は整った。しかし、改革開放以後とは異なり、1970 年
代は国際機関に加盟するインセンティブに乏しく、警戒心も強かったため、国際機関への加盟
実際にはあまり進んでいない。1978 年に日中平和友好条約が締結され、また、1979 年に米中
間の国交も回復された。
以上、改革開放前の中国の対外政策は 1949 ～ 55 年の「向ソ一辺倒」期、1956 ～ 70 年の冷戦、
中ソ対立、非同盟、「革命輸出」の混在期、1971 ～ 78 年の西側との接近期（ただし冷戦の終結
には至っていない）と分けることができる。
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2．改革開放後 2001 年までの中国の対外政策
1978 年 12 月に開催された中国共産党第 11 期 3 中全会によって開始された「改革・開放路線」
は中国の対外政策を大きく変えた。経済特区等の設置により、西側諸国を含む各国からの直接
投資が誘致される形で資本と技術が導入され、かつ、製品もまた西側諸国に輸出された。中国
経済は西側諸国の経済システムに組み込まれていく。1980 年に IMF・世銀に加盟し、1986 年
には関税貿易一般協定（GATT）への「復帰」申請（中華民国による「加盟」は有効であるが「脱
退」は無効としていたため）を行うに至った。1988 年にはインド関係改善があった。
1989 年 6 月 4 日の天安門事件は一気に西側諸国との関係を冷え込ませた。しかし、1992 年
の鄧小平の南巡講話を契機にした中国経済全体の「社会主義」市場経済化は、1991 年のソ連邦
の崩壊による冷戦終結とも併せ、中国対する直接投資の急増およびそれに先導される中国の輸
出の急増がもたらされた。国内的にもそれまでの局地的・局面的改革から、全面的な改革となっ
たことから中国経済と国際経済との連関は全面化した。1991 年に示された鄧小平の「二十四文
字指示」「冷静観察、站穏脚跟、沈着応付、韜光養晦、絶不当頭、有所作為」（冷静に観察し、
前線を固め、落ち着いて対処し、能力を隠し、決して先頭に立たず、為すべきを為す）はこの
時期の外交方針を端的に示すものである。また、ソ連解体後、鄧小平が新たに出した十二文字
方針「兵臨城下、敵強我弱、以守為主」は守勢に徹することを示している。1993 年の江沢民の
「十六文字方針」「増加信任、減少麻煩、発展合作、 不敵対」も基本的にもこの路線を踏襲し
ている。
周辺各国との国交正常化も進められた。1990 年にインドネシア、シンガポールと 1991 年に
ベトナムとの国交を正常化していたが、1992 年に韓国と国交を成立させた。ソ連邦崩壊によっ
て新しく国境を接するようになった中央アジア諸国等とは国境画定の協議を進め、それととも
にテロ対策等の共同対処の必要から 1996 年に中央アジア、ロシア、との間で上海ファイブを
結成、これは 2001 年に上海協力機構に発展した。1997 年に ASEAN中国共同声明、中露共同
宣言もなされた。
これらを中国は高度経済成長を達成した。1996 年をピークに直接投資の新規分は減少して
いったが、実行額としては着実に増え、輸出も急増、また、それとともに国内市場も拡大して、
中国国内市場を目指した直接投資もなされるようになっていった。1997 年のアジア金融危機も
中国にはほとんど影響をもたらさなかった。
1994 年に為替レートは一本化され、1996 年に IMF8 条国（経常取引自由化）となった。懸
案だったWTO加盟（1995 年にWTO成立により GATT復帰申請をWTO加盟申請に切り替
えていた）は 2001 年 12 月に達成された。これによって、西側経済システムへのビルトインは
基本的に達成された（毛里和子も中国に「責任ある大国」論をとらせた重要なきっかけは
WTO加盟だろう、としている川島・毛里 [2009]160 ページ）。
経済成長とともに軍事力の拡大も進められた。「韜光養晦」によるロー・プロフィール政策
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は目立たずに、対立を避けて力を蓄えることを意味しており、力を蓄えること自体を否定した
ものではない。1979 年の中越戦争において人海戦術の問題を経験し、1991 年の湾岸戦争にお
ける近代兵器による戦争を目の当たりにして、中国は軍の装備近代化を進めるとともに、1993
年の『作戦綱領』では防衛空間を本土から空・地上・海・宇宙空間に拡大した。実際の軍事行
動としても 1995 年に南シナ海のミスチーフ礁島を占領して建造物を構築、1996 年には台湾の
総統選挙に影響力を行使する目的で、台湾海域に砲撃する台湾海峡危機を起こし、これらは中
国脅威論を巻き起こした。
以上の経緯から、改革開放後 2001 年までの中国の対外政策は 1979 ～ 88 年西側経済システ
ムへのビルトイン開始期、1989 ～ 91 年の冷却期、1992 ～ 2001 年の社会主義市場経済化によ
る国際経済システム全面化期と細分することが可能である。中国は政治的にも経済的にも 2001
年までには基本的に国際システムへのビルトインを達成した。
3．2002 年以降の中国の対外政策
中国は政治的にも経済的にも 2001 年までには基本的に国際システムのビルトインを達成し
たが、2002 年以降、さらに新段階に入っていく。サミュエル・キム（Samuel　Kim、コロン
ビア大学）は中国の国際システムへのアプローチの仕方は 1950 年代は反システムアプローチ、
60 年代はシステム変更（ないし別システム構築）アプローチ、70 年代は選択的システム変更
アプローチ、80 年代をシステム維持・活用アプローチであったとし、それを敷衍して、毛里和
子は 90 年代以降の中国は「システム作りアプローチ」に向かっているとした（川島・毛里 [2009]。
ただし、「責任ある大国」論については 2002 年以降のこととされている）。
中国は 2002 年以降も 10％以上の経済成長を続け新興経済国ではなく、文字通りの経済大国
となっていった。さらには「世界の工場」として世界市場にむけた生産拠点になるだけでなく、
国内市場も拡大した。繊維製品は改革開放の早い時期にすでに世界最大の生産国となっていた
が、2000 年以降、重化学工業分野も急成長を遂げた。世界の粗鋼生産では、2000 年までは日本、
アメリカ等とほぼ同等の一億トン前後の水準であったが、2001 年以降驚異的な増産で、5億ト
ンを突破するに至った。自動車生産も 2000 年以降、驚異的な生産拡大で、生産台数ベースで
はついにアメリカをも凌駕した。造船の竣工量は日本に迫り、PCに至っては、電子情報産業
技術協会の調べでは世界生産台数の 93.6％（2007 年）が中国で生産されている（矢野恒太郎
記念会 [2010]）。輸出も急増し、2009 年には 1兆 2,016 億 6,000 万ドルとドイツを抜いて世界最
大の輸出国となった。2010 年には名目額で見ても日本を GDPで凌駕し、世界第 2位の経済大
国となった。1999 年の「走出去」政策の採用により、直接投資の受け入れだけでなく、自らも
投資国として投資も拡大し始めた（丸川・中川編 [2008]）。世界の工場となったことや、国内
の資源（とくに石油）の枯渇等によって、資源の確保も重要な課題となった。
これらのもとでは、それまでのように既存のシステムの組み込まれるだけでは明らかに不十
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分となった。既存の国際レジームを改変していく能動的な行動が必要となってきた。
表 1　中国、米国、日本、ドイツのGDP （単位：百万ドル）
2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
中国 2,235,910 2,657,880 3,382,260 4,327,000
米国 12,364,100 13,116,500 13,741,600 14,093,300
日本 4,552,120 4,362,550 4,380,510 4,910,840
ドイツ 2,789,700 2,912,430 3,316,130 3,649,490
（出所）World　Bankウェブサイト（http://www.worldbank.org/）より作成。
表 2　中国、ドイツ、米国、日本、韓国の輸 出入額（2009 年）
中国 ドイツ 米国 日本 韓国
輸出額
1兆 2,016 億
6,000 万ドル
1兆 1,161 億
8,228 万ドル
1兆 568 億
6,300 万ドル
5,808 億ドル
3,635 億
3,356 万ドル
輸入額
1兆 55 億
6,000 万ドル
9,271 億
3,967 万ドル
1兆 5,581 億
2,500 万ドル
5,523 億ドル
3,230 億
8,452 万ドル
（出所）World　Bankウェブサイト（http://www.worldbank.org）より作成。
中国国内の主要論者から「韜光養晦　有所作為」を見直すべきだという意見が頻出されるよ
うになってきた。王逸舟（中国社会科学院世界経済・政治研究所のち、北京大学）は鄧小平時
代は国内問題に重点をおき、国際問題には韜光養晦の態度を採ったが、われわれは 90 年代後
半から「責任ある大国」となり、積極的役割を果たしつつあるとした（王 [2003]）。また、葉
自成（北京大学）は鄧小平が韜光養晦を提起したのは、ソ連崩壊で国内外が大混乱している時
期であり、今や中国は一時的戦術と受け取られかねない韜光養晦を超越して大国外交を積極果
敢に進めるべきであるとした（葉 [2004]）。
2002 年の中国共産党第 16 回大会では「中華民族の偉大な復興」が国家戦略とされ、2003 年
のボーアオフォーラムで鄭必堅によって提起された「和平崛起」（「平和台頭論」）論が政府文
書にも盛り込まれるようになった（のち、中国脅威論を煽るものとして使われなくなり、「和
諧世界論」が全面に出されるようになった）。
冷戦期には政治目的で接近がはかられていたが、その後疎遠になっていたアフリカに対して
も 2006 年に「アフリカ政策文書」（African Policy Paper）が公刊され、第 1回「中国・アフ
リカ協力フォーラム」が国家首脳級で開催された。ODAの投入も増やされ、それらを背景に、
石油資源の確保や電気通信システムの受注などが進められている。その際、既存の秩序の下で
権益に届かないため、スーダン、アンゴラなど人権侵害上の問題諸国に対しても「内政不干渉」
の「北京コンセンサス」を原則に対応して入り込んでいることから、欧米諸国の反発も生んで
いる。アジアのミャンマーについても同様である。
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1997 年の「新安全保障観」による協調外交・総合安保路線から、2003 年の鄭必堅「平和台
頭論」さらに 2005 年の「和諧世界論」と協調主義、平和主義を強調する理論が提示されている。
しかし、その一方で中国は第 2列島線内においても「海底探査」を活発化させ、インド洋には
「真珠の首飾り」と称されるパキスタンのグワダル港、スリランカのハンバントータ港、バン
グラデシュのチッタゴン港、ミャンマーのチャウクビュ港などの港湾整備を行い、2007 年には
西沙諸島の海域で軍事演習を行い、2007 年 1 月には人工衛星破壊実験と宇宙空間における戦闘
も想定、空母の輸入と建造の計画など矢継ぎ早の軍拡を行っており、「韜光養晦」によるロー・
プロフィールを保つことが難しくなっている。清水美和氏によれば外交路線の転換が明確に
なったのは 2009 年 7 月の第 11 回駐外使節会議である。世界から大使を集め 5年に 1回開かれ
るこの会議で胡主席は中国が「政治の影響力、経済の競争力、親しいイメージを広げる力、道
義で感化する力」の「四つの力」を強めるよう呼びかけた。ここで、「韜光養晦、有所作為」
は「堅持韜光養晦、積極有所作為」に修正された（清水 [2010]）。2010 年 3 月には訪中したベー
ダー米国家安全保障会議アジア上級部長とスタインバーグ国務副長官に対して中国側は南シナ
海は台湾やチベット・新疆ウイグル両自治区と並ぶ「核心的利益」（核心利益：中国語、core
　interest：英語）つまり、国家の安全と領土主権にかかわる問題であることを明らかにし、
同 5月の米中戦略経済対話においても外交を担当する国務委員（副総理級）である戴秉国が、
米国務長官のクリントンに対して、それが中国政府の立場であることを明らかにしている。
Ⅲ．米対中戦略と米中間直接対話および対中包囲
1979 年に米中国交正常化がなされたが、アメリカは同年国内法として台湾関係法を制定、意
図的にどちらにつくとも曖昧にしておく、「戦略的曖昧」（Strategic　Ambiguity）政策をとっ
てきた。以降、大きな流れとしては封じ込め政策の側面が弱くなり、関与政策の側面が強くなっ
ているが、時期によって政策の揺れがあり、また、どちらか一方だけになってしまうことはな
い。
とくに、クリントン政権以降、アメリカの対中戦略は政権成立時には対中警戒論が強まるが
その後、関与政策に転換していくということが繰り返されている。
渡部恒雄・三井物産戦略研究所主任研究員（渡辺 [2006]）によれば（2006 年時点）、アメリ
カの対中政策をめぐって 4つの勢力が存在する。すなわち、「対中安保封じ込め派」（A）（チェ
イニー副大統領やラムズフェルド国防長官などのタカ派が代表、議会内の中国経済安保調査委
員会を一つの舞台とする。1999 年コックス（下院議員）レポートもその流れ）、「対中関与派」（B）
（国務省を中心とする多数派。ただし、キッシンジャー元国務長官やブレジンスキー元大統領
補佐官らの伝統的な勢力均衡派とライス国務長官（当時）、アーミテージ元国務副長官などの
同盟重視派が存在）、「対中経済推進派」（C）（中国との経済関係で大きな利益を得ている産業
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界が主体）、「経済リベラル・人権派」（D）（中国製品の流入で追い込まれる繊維業界や、中国
の安い労働力に職を奪われることを恐れる中小企業、労働組合、それらの意見を代表する議員
が中心、中国の人権侵害に批判的なリベラル派も）。以上、4つのグループのうち、米中摩擦の
主役は、保守の封じ込め派（A）と経済リベラル・人権派（D）である。両者は国内政策では
対立することが多いが、対中では議会を中心に連携して強硬派を形成している。しかし全体で
いえば、対中関与派（B）のホワイトハウスが、封じ込め派（A）の圧力を受けながらも、対
中経済推進派（C）の意見を考慮し、現実的な観点から対中政策を極端に振れさせないよう苦
心してきたのが大勢である。渡辺氏の分析は以上である。
1993 年クリントン政権成立時には対中政策は上記の経済リベラル・人権派を意識して、人権
と最恵国待遇（MFN）問題のリンクが行われたが、その後切り離され、対中政策は包括的関
与政策となった。冷戦の終結を受け 1993 年に発表された『1990 年代の国防戦略』は「封じ込
め戦略」から「地域防衛戦略」への転換を掲げた。1995 年に発表された「第 3次東アジア戦略
報告書（ナイレポート）」は中国が地域安定に不可欠としつつ、脅威についても言及した。
クリントン政権は 2期目に入り、対中接近を強め、1998 年には「三不政策」（①台湾独立不
支持、②「二つの中国」や「一つの中国、一つの台湾」の不支持、③国家として参加する国際
機関へ台湾が加盟すべきと考えない。）を表明し、中国側を喜ばせたが、封じ込め派や人権派
の対抗も進んでおり、同年、「米国の国家安全保障と中国に対する軍事上・通商上の懸念」委
員会（コックス委員会）が設置されている。
2001 年ブッシュ Jr.政権は成立時は封じ込め派の重用もあり、中国は「潜在的競争相手」と
されたが、9月の 9・11 をうけ、中国との「建設的パートナーシップ」が謳われることとなった。
2002 年の米『国家安全保障戦略報告』は「潜在的敵国としての中露」との位置づけを行ってお
り、2006 年国防計画見直し（Quadrennial　Defense　Review：QDR）では「戦略的岐路に
ある国家としての中露」としていることから、国防戦略としては決して警戒の手を緩めていな
いが、2002 年の江沢民訪中では米中「同盟関係」が謳われるなど、米中協調が全面に出された。
2005 年にブッシュ Jr.政権は 2期目に入ると、対中関与政策は「責任分担論」に発展させら
れた。2005 年に米国務副長官ゼーリック（Robert Zoelick）は中国は「責任ある利害関係者
（responsible stakeholder）」と表明、大国としての責任分担を求めていく姿勢が明確化された。
2005 年には米中高官間で安全保障問題を協議する第 1回米中高官会議が戴秉国（外交部副部長、
現外交担当国務委員＝副総理級）とゼーリックによって行われ、翌 2006 年には通商問題を閣
僚級で協議する米中経済戦略対話も設置された。2008 年にはアメリカの対外政策に強い影響力
を持つフレッド・バーグステンによって G2 論が提起され、ブレジンスキーはそれに対して賛
意を表明した。過大な負担を押し付けられる警戒心から中国側はこの G2 論には乗っていない
が、（軍事的警戒は継続しつつも）米中協調論はこれまでにないレベルにまでたかまった。
2009 年に成立したオバマ政権は民主党の大統領としてダライ・ラマと会談し、ナンシー・ペ
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ロシらに代表される民主党内人権派（中逵 [1987]）への「サービス」も行ったが、基本的は、
前政権の対中関与政策と対中警戒の両方を継承していると考えられる。
2009 年 4月オバマ米大統領と胡錦濤中国国家主席は 2006 年に始まった経済分野の閣僚級「戦
略経済対話」と、外交分野での次官級の「高官協議」の格上げを行うことに同意した。この同
意に基づき、2009 年 7 月「米中戦略・経済対話」が開催され、気候変動などで協力強化をうたっ
た覚書に署名し、核不拡散や中東情勢の安定化などでも協力することで合意した。2009 年 11
月 15-18 日にはオバマが訪中、「米中共同声明（U.S.-China Joint Statement、中美共同声明）
が出された。
2009 年米国務副長官のスタインバーグによって「戦略的保証」（Strategic　Reassurance）
論が提唱された。これは台頭する中国の台頭が既存の安全保障体系に悪影響を与えないことを
「戦略的」に「保証」するきわめて高度な関与政策と考えられる。中国の少なくない論者はこ
の「戦略的保証」を上記の共同声明にある「戦略的相互信頼」（bilateral　strategic　trust、
戦略互信）とを混同し、同じ意味合いでとらえている。しかし、これはスタインバーグの演説
草稿を一読すれば全くの誤解であることが分かる。スタインバーグの主張はこの文章に集約さ
れる。"Strategic reassurance rests on a core, if tacit, bargain. Just as we and our allies 
must make clear that we are prepared to welcome China's arrival as a prosperous and 
successful power, China must reassure the rest of the world that its development and 
growing global role will not come at the expense of security and well-being of others. 
Bolstering that bargain must be a priority in the U.S.-China relationship."
（Steinberg[2009]）。つまり、中国が大国化すること自体は認めるが、それが他の人の安全や安
寧を犠牲にすることによって達成されるようなことがないことを保証せよ、ということである。
中国人民大学の著名な国際関係論者で、ブルッキングス研究所の客員研究員でもある厖中英
はさすがにこの意味を正確にとらえている。厖によればアメリカの外交政策のテキストでは
assurance（reassuranceというと繰り返し継続的という意味が付加される）は deterrence（抑
止）の対語であり、相手方に対する不安や不満を交渉によって除去させていくことを意味する
のだと理解する。そのうえで、中国はアメリカのこの「戦略的保証論」に以下のように答える
べきだとういう。アメリカが中国の大国化が不安というのであれば、中国は一貫してアメリカ
の外交政策、とくに対中政策に不安を持ってきた。不安は相互的なもので一方的なものではな
い。アメリカが戦略的信頼関係の構築に努力するというのは「歓迎」はするが、アメリカの側
も中国側の不安や不満を除去すべきであり、中国はそのために交渉を行い、アメリカに対して
戦略的保証を求める。戦略的保証も相互的なものでなければならない。また、交渉の対象をはっ
きりさせるべきで、中国は国家主権統一や領土の保全は交渉の対象とは考えない。アメリカが
中国に求めるものは具体的だが、中国に与えるものは極めて抽象的であり、しかも、ダライ・
ラマの問題のような内政問題を交渉カードとして使おうとするのは、不平等、不合理な交渉で
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あり、依然として続く一種のアメリカ帝国主義の論理である。アメリカの世界における支配的
地位からすると米中関係においてもアメリカの主導性が発揮されるのは事実であるが、中国は
今後主導的にグローバルな諸問題に関与すべきであり、また、アメリカに中国等とともに相互
戦略保証を検討すること要求すべきである。以上である（厖 [2009]）。厖中英の論調は今後の
中国の対応を予想させる。
2010 年 2 月に発表された米国防計画見直し（QDR）では、中国の接近阻止能力が米の前方
展開と国際公共財を阻害する可能性について指摘し、海空の両面から対応することが示された。
すなわち、中国は「国防圏」と位置付ける第 1列島線（沖縄、台湾、フィリピンをつなぐ線）
を超え、第 2列島線（日本列島から、サイパン、グァムをつなぐ線）に影響力を拡大し、南シ
ナ海については「核心的利益」を持つ海域として南沙諸島の実効支配を強化するとともに大規
模部軍事演習を展開また、さらにインド洋において「真珠の首飾り」の港湾整備に乗り出して
いる。そういったことが、アメリカにとっては前方展開を制限し、国際的公共財を阻害するも
のとの位置づけから、海空から統合的に対抗するとの考えである。ただし、これは国防戦略次
元のことであり、より上位の国家安全保障戦略ではない。
2010 年 5 月 27 日に発表されたオバマ政権初の「国家安全保障戦略」では、中国・インド・
ロシアと「より深く、効果的なパートナーシップの構築」を目指すことが表明された。中国に
対しては、米中両国がともに懸念する問題について協力して取り組む一方、「中国の軍事近代
化計画を注視し、米国の国益や同盟国が悪影響を受けないことを地域・世界規模で確実にする
よう状況に応じ準備する」との立場が明確にされた。後段のくだりは、2009 年に国務副長官ス
タインバーグが提唱した「戦略的保証」論と同様の趣旨である。スタインバーグの「戦略的保証」
論がアメリカ政府内の共通認識なのかどうかが問われたこともあったが、政権の共通認識と
なっていることが証明されたといってよいだろう。
米国防総省が 2010 年 8 月 16 日に発表した『中国の軍事力に関する年次報告書（2010 年版）』
は中国はインド洋や第 2列島線を超える西太平洋までも作戦行動範囲内にしようとしている可
能性があるとした。また、中国は年内に国産空母の建造に着手する可能性があり、運用は 2015
年以降であろうが、早まる可能性もあるとした。また、国防関連費は 1500 億ドル（12 兆 8000
億円）以上に昇ると思われるが、透明性の欠如によって推計は難しいとしている。
以上から言えることとして、アメリカは中国に対して関与政策を継続しつつ、軍事的脅威へ
の警戒を怠っていない。
軍事膨張を警戒しつつも「対話」と「関与」を基本にしていたオバマ政権が中国包囲網によ
る「圧力」路線に踏み切った大きな契機は、2009 年末にデンマークで開かれた国連気候変動枠
組み条約締約国会議（COP15）で中国の強硬姿勢をとったことである。また人民元切り上げに
おいて 2国間交渉でらちが明かないこともその背景にある。クリントン米国務長官は七月にハ
ノイで開かれた東南アジア諸国連合地域フォーラム（ARF）で、南シナ海の領土紛争には中立
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を維持するとしながら航行の自由を守る必要を訴えた。武力による威嚇を戒め多国間協議を通
じた紛争解決を仲介する姿勢を示した。東南アジアの関係各国も同調し、中国は当該問題は多
国間協議の場では協議しないとの立場を取ったが、中国包囲網の構図となった。
これらの包囲網の効果からか共同通信の報道によれば 2010 年 10 月、中国政府高官（具体的
氏名不明）は政府の公式見解として南シナ海を「核心的利益」と位置付けたことはない、との
発言もされたとされている。
さらに、アメリカは中国の影響力をそぐために中国とブラジル、ロシア、インドなどとの間
の連携を弱めるために、インド等との接近を図り、2010 年 11 月 8 日にニューデリーで開かれ
た米印首脳会談で、オバマ大統領はリップサービスとはいえ、「21 世紀の歴史はアメリカとイ
ンドで作られる」（『日本経済新聞』2010 年 11 月 12 日ほか）とぶち上げ核実験強行への制裁措
置を解除した。これはインドの（核拡散防止条約に反する）核保有を事実上認めるに等しい。
さらにオバマ大統領はインドの国連の常任理事国入りを支持した。
2010 年 11 月 11 日から韓国で開催された 20 カ国・地域首脳会議（G20）に先立って行われ
たオバマ大統領と胡錦濤国家主席による米中首脳会談では、アメリカ側が人民元の切り上げ、
中国側がアメリカの行き過ぎた金融緩和への懸念、軍事転用可能なハイテク製品輸出の対中輸
出制限緩和を求めたが平行線に終わった。
もっともアメリカの対中包囲網もかなり不完全である。中国側がギリシャやポルトガル支援
に乗り出すなど、対中包囲網突破に積極的に動いたこともあるが、それにもまして、自国のデ
フレ対策優先で FRB政策金利の引き下げを行い、その結果マネーフローが金利の高い途上国
に向かって動いてバブルを引き起こす可能性について余り顧慮していなかったことがソウル
G20 の場で途上国のみならずドイツ等からの批判も招いた。
Ⅳ．日中関係の展開
1．国交回復後の日中関係
1971 年の中華人民共和国の国連代表権獲得とニクソン大統領（当時）の訪中決定は、日本の
対中政策の劇的転換を促し、1972 年に田中角栄首相（当時）が訪中、9月 29 日に「日中共同
声明」が出されることで、日本と中国の国交は回復された。これは日本国と中華人民共和国と
の間のそれまでの「不正常な状態」（戦争状態と明言しないのは日華平和条約で日中間の戦争
状態は終結しているとの日本政府側の認識によるものである）を終了させ、日本政府が中華人
民共和国を中国を代表する唯一合法の政府と認め、かつ、台湾の帰属については中国政府の立
場を「理解し、尊重し、ポツダム宣言第八項に基づく立場を堅持する」とするものであった。
中国は日本に対する戦争賠償を放棄した。
これに伴い、日華平和条約は失効した。日中共同声明はさらに日中平和友好条約の締結を目
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指すことが明言された。日中共同声明の際には問題とされなかった「反覇権条項」が、日中平
和友好条約の議論においては反ソ連を指すものとして問題にされたこともあり、日中平和友好
条約の締結は 1978 年にまでずれ込んだ。
改革開放政策の推進において日本は極めて重要な位置にあった。日本は ODAを供与するだ
けでなく、対中投資や技術移転を進め、それは中国経済の成長に大きく貢献した。しかし、
1985 年 8 月 15 日に中曽根康弘首相（当時）が、靖国神社に首相として初めて公式参拝した。
これは、中国政府からの批判を招いただけでなく、中曽根と日中青年交流事業などで友好関係
を強めていた胡耀邦総書記（当時）の政治的立場を一層悪くし、1987 年 1 月 16 日の胡耀邦失
脚の大きな要因となった。これらもあって、1980 年代後半において日本から中国への直接投資
は停滞し、さらに 1989 年の胡耀邦の死去を契機とする第 2次天安門事件（6・4 事件）によっ
て中国の対外関係は一気に悪化した。
日本は各国に先駆けて経済関係の正常化に動き、1992 年鄧小平の南巡講話以降、改革開放路
線が新段階にはいるなかで、日中経済関係も飛躍的な発展を遂げた。しかし、経済関係がます
ます緊密化する一方で、政治的には対立が深まった。対立要因は日中双方にあった。日本側要
因は第 1に、2001 年に小泉政権が成立し、その後中国や韓国を刺激する形で靖国神社参拝を繰
り返したことである。第 2に、新しい歴史教科書をつくる会の歴史教科書が 2001 年に文部科
学省教科書検定に合格し、それが日本政府による侵略戦争肯定と受け取られたことである。第
3に、日本が常任理事国入りを目指すことを明確にしたことである。中国側要因は、共産主義
思想では共産党の一党独裁の正統性が担保しにくくなっている状況下で、1994 年に「愛国主義
教育実施要綱」が制定され、全国で愛国主義教育が展開されたことである。愛国と反日は同義
ではないにしても、抗日戦の勝利を愛国主義教育の核心に置いているため、若年層の反日感情
を掻き立てた。江沢民国家主席・中国共産党総書記の反日的傾向もこれらに輪をかけた。この
ような経済的には関係が熱くなるが、政治的には冷たくなる状況は（日本でも中国でも）「政
冷経熱」現象と呼ばれた。「政冷」は次第に経済にも悪影響を及ぼし始め、「政冷経冷」に転化
しかけた。
2006 年にようやく小泉政権が退陣、中国の第 4世代指導者も 2期目に入り、第 3世代からの
脱皮が可能となっていたことから、関係の改善が図られた。2006 年に訪米よりも先んじて行わ
れた安部晋三首相の訪中による胡錦濤・安部の首脳会談において、「戦略的互恵関係」が表明
され、翌 2007 年の温家宝訪日、2008 年の胡錦濤訪日で、政治問題は後退し、実務志向が鮮明
にされた。これを指導者の交代という個人の問題と考える論評も多いが、田畑光永はこれを胡
錦濤政権の「差し迫った必要」である資源と環境のために安定した国際環境が必要であるとい
うことに基づくとしている。「小泉時代には同首相の靖国参拝へのこだわりから打ち出そうに
も打ち出せなかった対諸外国なみの外交方針をようやく日本にも適用できるようになった」（田
畑 [2009]35 ページ）との見方である。
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しかし、その一方で冒頭で述べたような日本の排他的経済水域や領海での海底探査活動など
が行われており、中国脅威論は強く存在した。
日本側からすると経済の中国依存はますます強まっている。2010 年は中国の GDPが名目値
で日本を凌駕する歴史的な年となるが、今後 10 年間で中国の GDPは日本の倍以上になること
はほぼ確実である。名目 GDPが 20 年前と同一水準にとどまるだけでなく、人口減少化してい
る日本は市場としてますます中国に依拠せざるを得ない。すでに日中貿易額は日米貿易額を超
えているが、この差は今後 10 年間でますます広がると思われる。
中国側からすると、対日貿易額は増加しているものの、全体の増加率よりは低いため、貿易
額に占める比率としては下がっている。直接投資受入額も同様である。とはいえ、2010 年の日
本経済シンポジウム（日本経済新聞社と人民日報社共催）で、党内序列第 4位の賈慶林・党政
治局常務委員（全国政治協商会議主席）が強調したように「中国は製造業大国になったが、製
造業強国ではない」（『日本経済新聞』2010 年 9 月 5 日）という現実があり、日本の知的財産、
省エネルギー、環境保護、金融、情報通信、ハイテク技術分野での協力が必要である。
経済的な意味での日中間の相互関係は（対立関係をはらんでいるとはいえ）ますます高まり、
日中間関係はすでに日米間関係とほぼ同様の重要性を持っている。それは、政治的な意味での
日中接近の大きな背景となった。しかし、経済と政治とは完全には同調しない。価値観と政治
体制の相違、過去の歴史などから経済関係ほどには接近できず、結局、しばらくは接近と乖離
を繰り返すだろう。また、日本外交を構造的に制約するアメリカの対中政策も対話と圧力の振
り子となるため、日本の対中外交は政治と経済の乖離、アメリカの外交政策の揺れという二つ
の要因によって、左右に揺れ動くであろう。下記に見る民主党政権の迷走はもちろん、政権当
事者の外交下手という要素は否定できないが、構造的不安定があることも否定できない。
2．民主党政権の成立と日本の対中外交、中国の対日外交
2009 年 8月 30 日投開票の第 45 回衆議院議員総選挙で自民党は惨敗をし民主党が大躍進をし
た事により政権交代が実現し、9月 16 日に民主党・社民党・国民新党の 3党連立による鳩山内
閣が成立した。鳩山由紀夫首相（当時）は東アジア共同体の結成を標榜、自国内に外国の軍隊
の基地を置くことへの否定的見解を述べ、普天間基地の少なくとも県外への移設を言明した。
外交ポジションをアメリカから中国の側に寄せたことは疑いない。しかし、鳩山首相に日本の
対外関係を構造的に転換するだけの政治力はなく、普天間基地移設をめぐる迷走から、2010 年
6 月 2 日に辞任を表明し、6月 8日に管直人を首班とする政権が誕生した。
日中関係が悪化したのは、言うまでもなく 2010 年 9 月 7 日に発生した尖閣諸島付近におけ
る中国漁船の日本海上保安庁巡視船への衝突事件を契機にしている。中国漁船が尖閣諸島海域
に入ったのはなぜか、漁船はなぜ逃走せずに体当たりをしてきたのか、中国が船長釈放後も強
硬姿勢を取り続けるのはなぜか、内陸部を中心に連続的に起こった反日デモは官製デモかそれ
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ともむしろ中国政府の統制力のなさを示すものなのか、など、多くの疑問点があり、限られた
情報の中ではいずれの答えも憶測の域を出ない。
しかし、ほぼ確実に言えることは以下のことである。漁船が意図的に海域を犯したか、偶然
だったかはともかく、船長の釈放後も中国が強硬姿勢を続ける背景には明らかに第 1列島線内
を固める上記の海洋戦略がある。中国の海洋戦略からして自らが領有を主張する尖閣諸島海域
で漁船が拿捕され、船長が拘留されるということがあってはならないことであり、船長の釈放
でも鉾がおさまらないのは当然であろう（ただし、そのことが中国の外交政策として賢明であっ
たかどうかはまた別問題である）。ましてや、領有を主張し、抗議はしつつも、南沙諸島のよ
うな強硬な態度は取っておらず、また、排他的経済水域にしても沖縄トラフまでを主張しつつ
も、日本の主張する中間線も尊重した行動をとるなど自制的対応をしてきたのであるから、中
国の威信を大いに傷つけたと認識されたことは容易に予想される。また、沖縄の普天間基地移
転を巡って日米間の関係が揺れ動いていることは、対日強硬姿勢を打ち出すには好都合であっ
た。反日デモについても官製なのかどうかは確証できないが、少なくとも反政府デモ並みの取
り締まりをはしておらず、対日圧力に「利用」していることは明らかである。
中国政府がどのような結果を想定してこのような外交政策をとったかは明らかでない。しか
し、結果的に、このような中国の姿勢は日本政府を明らかに日米同盟の方に引き戻した。日本
政府は尖閣諸島が日米安保条約の適用範囲であることをアメリカ側に言明することを求め、9
月 23 日にニューヨークでクリントン国務長官と前原外相との間で開かれた日米外相会談にお
いて沖縄・尖閣諸島沖の漁船衝突事件をめぐり、クリントン国務長官は、尖閣諸島が日米安保
条約の適用対象になるとの見解を表明した。米回帰は外交にとどまらなかった。管政権は 11
月 13，14 日に日本の横浜で開催されるアジア太平洋協力会議（APEC）首脳会議を前に管首
相の 10 月 1 日の所信表明演説において環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）への参加検討を
表明し、11 月 9 日に「協議開始」を閣議決定した。TPPはもともと、4つの小国（ブルネイ、
チリ、ニュージーランド、シンガポール）の間で 2006 年に発効した自由貿易協定（FTA）に
すぎなかったが、2008 年にアメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナムを含む 8カ国に拡大
し、現在、カナダ、韓国、メキシコ等も参加の方向にある。民主党内にも強い反対意見がある
なかで締結に至るか否かは現時点では不明であるが、管政権がその方向性を目指す決断をした
ことの政治的意味は小さくない。日本は現在、各国と FTA締結を進めているが、貿易額の太
宗を占める中韓米との間においては農業問題がネックとなって FTA協議が進んでいなかった。
ASEAN＋ 3の枠組み以上に議論が進まない中韓との関係よりむしろアメリカとの関係を優先
したわけである。管政権に管直人首相も含め、若かりし頃には反米色の強い社会運動に参加し
た者も少なくないが、尖閣問題は図らずも、管政権を日米同盟強化の方向に明確に方向づけた。
中国政府がこれまでの強硬姿勢をとれば、このように日本政府に日米同盟を再認識させ、自
由貿易協定すらアメリカ側にシフトさせることは予想できたはずである。中国政府はその意図
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はともかくとして結果的には外交上失点していると言わざるを得ない。その失点を上回る戦略
利益を想定していたのだろうか。中国もまたその大国化に相応しい、大国外交にまで至ってい
ないと思わざるを得ない。
日本の外交も中国の強硬姿勢に押し出されるようにしてようやく方向性が定まったに過ぎ
ず、能動性に乏しい。TPPへの参加は、進展を見せない日中韓 FTAを別の方向から促進する
側面を持つことから、日中韓関係の進展のためにも一つのオプションであるが、横浜で開かれ
る APECの議長国として得点を稼ぐために突如持ち出されてきたという側面は否めず、戦略
性を持って取り組めているのか疑問である。
Ⅴ．中央アジアをめぐる米中ロ
1991 年のソ連崩壊と中央アジア諸国の独立は、中国の中央アジア外交を生みだした。当初、
地域の安定を最優先し、ロシアに「後見」をゆだねる動きをしていた。国境画定作業の開始な
どはロシアの後見の意味が大きい。これが 1992 年に成立した上海ファイブの枠組みであった。
中国の中央アジア認識は薄く、研究者もほとんどいない状態であった。
1994 年に NATOの「平和のためのパートナーシップ」にカザフスタン、キルギススタン、
トルクメニスタンが参加し、1996 年から中央アジアがロシア離れを始めると当初の構造は変化
する。トルクメニスタンは 1995 年に永世中立宣言をして CISグループから離れ、ウズベキス
タンも 1999 年に CIS集団安保条約からは脱退した。中国は中央アジア研究を強化し、個別の
対応を強めた。カザフスタンは 1995 年にビザ制度によって中国人の流入を制限し、また、カ
ザフ国内のウイグル人に東トルキスタン運動に関与させないと言明することで政治的関係を安
定させたうえで、石油供給などの経済関係を強化した。キルギスタンは地域安定以外の意味は
乏しかったが、イルケシュタム税関の開設による中央アジア南ルート開発によって経済的重要
性が増す可能性がある。タジキスタンはソ連時代からの懸案であった国境問題が劇的に解決し
た。ウズベキスタンは国境を接しておらず直接的利害関係も希薄であるが、中央アジアのカザ
フと並ぶ大国ということで、同国との関係は地域安定という意味強い。しかし、同国はロシア、
アメリカ、中国の間で外交上のジグザグをしており、また、イスラム原理の主義の強さや厳格
な国境統制などから対応が難しい。
2011 年 6 月に上海ファイブは上海協力機構に衣替えされていたが、9.11 後、アメリカは中
央アジアに米軍駐留の受け入れを要求し、ウズベキスタンは当初歓迎し、キルギスタンやタジ
キスタンも追従する動きを見せたことから、中国は対抗の意味から各国への接近を強めた。ロ
シアも米中の動きに対し巻き返しを初め、2003 年プーチンはキルギスタンと債務免除と引き換
えに航空機部隊などの受け入れを認めさせ、タジキスタンにも自動車化師団の半恒久的駐留が
決まった。しかし、イラク戦争により、アメリカの中央アジアの戦略的意義は相対的に低下し、
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2004年からウズベキスタンとロシアの関係強化によってウズベキスタンからの米軍基地撤去に
つながった。上海協力機構をもって、反米連合のように見なす見方があるが、中央アジアは大
国のいずれからも利益を引き出すために微妙なバランスをとり、また、中露も一枚岩ではない。
以上のように、米ロとの関係、歴史的関係、新疆問題などからカザフスタン等からの石油・
天然ガス供給を除いては経済的利益追求と地域の政治的安定の微妙なバランスの上に外交が展
開されている。
Ⅵ．アフリカをめぐる日米中
かつての中国とアフリカの関係はかなり政治的なものであった。非同盟運動の中では、汎ア
フリカ主義のリーダーであったガーナのンクルマや中国的社会主義の導入を図ったタンザニア
のニエレレとの関係（タンザニア・ザンビア間のタンザン鉄道建設）、また、アンゴラ全面独
立民族同盟（UNITA）の独立支援などである。しかし、ンクルマ、ニエレレともに経済開発
の失敗等から失脚、タンザン鉄道は老朽化し、UNITAは 1975 年の独立後はアメリカの支援を
求めるようになった。また、中国側からしても 1971 年に対アフリカ外交の最大の目標であっ
た国連代表権の獲得に成功したことから差し迫った政治課題がなくなった。これらのことから
中国のプレゼンスはベナンなどの小国数カ国を除いては縮小していた。
この状態は 2000 年以降大きく転換する。中国は 2000 年に中国アフリカ協力フォーラムを開
催し、アフリカとの関係強化に乗り出した。
その最大の背景は何と言っても石油の確保である。中国は現時点でも 1次エネルギーの約
70%を石炭に依存している。しかし、石炭は環境および輸送面での制約が大きく、露天掘りで
きる炭鉱が少ないことから危険が採掘も多い。また、急激な経済成長によってエネルギー需要
が拡大し、石油への依存が高まってきた。同時に、大慶、勝利などの国内油田の採掘量が減少
傾向にあり、輸入を拡大している。1990 年代まで輸入元はインドネシア、イラン、オマーンな
どであった。しかし、需要の拡大とインドネシアの埋蔵量低下によって供給国の多様化が必須
となった。そこで攻勢を強めている対象がアフリカ諸国、とくに、スーダン、アンゴラ、リビ
アなど、政治的に理由により欧米諸国が進出を抑制したり、また、できなかったりしている国々
である。とくにスーダンの場合、中国は政府に開発援助だけではなく、武器輸出を行っている。
スーダン等軍事紛争国にまで手を伸ばすことは、既存秩序の下では権益から排除されてしまう
が故の行動であり、したがって、既得権益者も含めた協調的資源開発・分配システムの構築が
必要であるとはいえ、国連禁輸まで破って武器供与をする必要があったのだろうか。紛争によ
る死者が 20 万人以上に昇ることを考えるとその責任の一端は免れない。2005 年 1 月 9 日、南
北包括和平合意（CPA）が成立したものの、その履行が進まないなかで、中国は北京オリンピッ
クを控え、2007 年 4 月、スーダン政府の国連の支援による AMIS部隊強化のための第二段階
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である「重量支援パッケージ」の受入への働きかけを行い、それが UNMIS（国連スーダンミッ
ション）と AU（アフリカ連合）共同による大規模な PKO投入につながった。中国自身も
PKO派遣を行ったが、反政府組織「正義と平和運動（Justice and Equality Movement、
JEM）」は政府軍に武器供与を行った中国を信用せず、ダルフール地方で PKOに当たる中国
人民解放軍に対し、政府の同盟軍とみなした攻撃を行うと警告した。武器供与の事実は中国大
使も認めており、これがなければ、中国の和平合意履行への努力はもっと評価されたところで
あった。ちなみに日本は、スーダン PKOは派遣見送り決定をしている。
また、ニジェール、モーリタニア、マリ、セネガルなどでも探査を続け開発権を獲得している。
2004 年胡錦濤はガボンを訪問し、石油利権の獲得につなげようとしたが、同国はアメリカとフ
ランスがオペレーションを行い、約 60%はアメリカに輸出されていることからあまり大きな
成果はなかった。2005 年には北京でナイジェリア大統領のオバサンジョと胡錦濤が戦略的協調
体制に調印し、中国はナイジェリアのトップクラスの輸出国にはなった。しかし、最大の採掘
企業はロイヤル・ダッチ・シェルであり、その他もエクソンモービル、シェブロンテキサコな
どであり、中国のプレゼンスはさほど大きいとはいえない。また、ナイジェリアとアンゴラは
ともに、国連の安保理改革にともなってアフリカを代表する理事国となることを希望しており、
政治対立含みである。
中国とアフリカとの貿易関係も急激に拡大している。もっとも、中国にとっては競争優位を
獲得しやすい市場であるとはいえ、市場規模はさほど大きくなく、中国の輸出全体の 2.8%を
占めるにすぎない（国際連合『貿易統計年鑑』2006 年版）。市場としての意味は限定される。
最後に台湾との関係においてアフリカは外交上の意味は依然持ち続けている。台湾（中華民
国）と国交を持つ国々は少なくなってきているが、中国政府は 0にすべく外交攻勢をかけてき
た。アフリカでは南アフリカを初め、セネガル、ガンビア、ブルキナファソ、リベリア、マラ
ウイ、チャド、スワジランド、サントメ・プリンシペが台湾（中華民国）と国交があったが、
1998年に南アが中国を外交承認（二重承認は中国に認められず台湾とは政治的には断交）、また、
セネガル、リベリア、マラウイ、チャドも中国の外交承認に踏み切ったため、残る国はアフリ
カ 4カ国を含む 23 カ国となった。
アメリカの石油輸入の脱中東の動きは中国よりも歴史があり、アフリカもその大きな対象の
一つである。石油利権をめぐる米中間の競争関係とスーダンその他人権問題にかかわる対立関
係が複雑に絡み合って存在している。
日本の脱中東の動きは鈍い。TICADその他でアフリカへの援助を増やし、すでにその額は
ヨーロッパ並みになっている。しかし、日本の常任理事国入りという政治目的はあった（ほぼ
不可能か）が、経済的にはほとんど意味を持っておらず、現時点では純粋に道義的な貧困削減
目的ともいえる。
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おわりに―新しいシステム作りの意味―
本稿は、俗にある中国は中華文明の歴史から言って覇権を目指す DNAを持っているという
ような立場はとらない。これまで国際政治経済学が明らかにしてきたように、覇権（ヘゲモニー）
を維持するには、覇権コストを負担しなければならない。それを負担でき、なおかつ、長期的
にはそれを上回る利益がなければ、覇権国として存在する条件とインセンティブがない。かつ
てアメリカがイギリスに拮抗する経済力を持つようになってきながら、モンロー主義によって
覇権国となることを回避し続けたのは覇権コストの重さを知っていたからに他ならないだろ
う。同じことは、鄧小平の「二十四文字方針」についてもいえる。では、アメリカが第 2次世
界大戦後に覇権コストを負担しうるような隔絶した経済力と軍事力およびそれに見合う利益を
享受できるようになったような状況変化は中国は持ちえているだろうか。本稿の立場は否であ
る。中国の軍拡がしばしば指摘されるがスウェーデンのストックホルム国際平和研究所
（SIPRI）が 2010 年 6 月 2 日に発表した、2010 年版 SIPRI年鑑を発表では、2009 年の中国の
軍事費は前年比で実質 15％増の 1千億ドル（約 9兆 1千億円）と推定されている。これは、中
国当局の公表額の約 1．45 倍である。米国の 6610 億ドル（前年比 7．7％増）に次いで 2年連
続で世界 2位であるとはいえ、6.6 倍の差がある。金額だけの差ではなく、軍事技術面での劣
位にある。本土防衛を主たる課題としてきたことから、海軍力は弱く、空母を持たず、SLBM
を発射できる原子力潜水艦を持つとはいえ、スクリュー音の大きさ等から位置を隠しての航行
が困難である。アメリカの代表的なリアリストであるカプランも中国が即座にアメリカの覇権
に挑戦しようとしているとは考えていない。中国が意図しているのは、第 1列島線内へのアメ
リカの接近を困難にさせるということである。ただし、それは、台湾併合を現実化させ、アメ
リカとの同盟諸国のアメリカのコミットメントに対する信任を動揺させる可能性があることか
ら決して軽く見ることはできず、クリントン国務長官の対中対応は誤りであるとする。と同時
に、カプランは中国にとってのジレンマも指摘する。それは、アメリカを第 1列島線に近付け
ないことに成功したとしても、アメリカは中国のシーレーンを遮断できることから、そもそも
第 1列島線に近付けないという目的であるシーレーン確保が逆に危機になってしまう可能性が
あるということである（Kaplan [2009]）。
経済システムとしても、グローバル・インバランスを指摘されるように様々な問題を抱える
とはいえ、世界最大の市場と基軸通貨ドルおよび種々の国際経済レジームによってアメリカを
基軸とした財と資金の循環構造が形成されており、それに挑戦するのは容易なことではない。
代表的な国際機関である IMFに対しては、8条国にはなっているものの、強い資本取引規制
や為替操作を残し、通貨に交換性がない。クォータの増大がされたが、これは経済規模に見合っ
たクォータの再編が全体的に行われたことに伴うもので、中国だけの問題ではなく、また、増
えたといってもイニシアチブを発揮できるだけの比率を持っていない。WTOは 2001 年に加盟
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はしたものの、加盟議定書において、特別な扱いを認めたため、2008 年までは対中繊維特別セー
フガード、さらに 2013 年までは対中国経過的セーフガード措置が実施され、また、ダンピン
グ認定においても、中国を市場経済国として認定しない国は、第 3国における価格を参照して
ダンピング認定をすることが可能であるなど、特別な不利益待遇がようやく解消されつつある
段階にすぎない。
したがって、システムといっても制度（institution）とされたレベルと、制度化はされては
ないが、事実上の秩序（order）として存在しているものとは峻別すべきである。また、制度
化されたものも IMF/WTOのような強固な基盤を持つ国際機関と、上海協力機構のような歴史
も浅く基盤も脆弱な地域機関は峻別すべきであろう。IMF・WTOなどについては依然として
適応段階にあり、そのシステムの改変にリーダーシップを発揮することにはほとんどなってい
ない。ポスト京都議定書などにも極めて消極的である。制度化されたものは上海協力機構や
ASEAN＋ 3（その下でのチェンマイイニシアチブやアジア債券市場など）などであり、地域
的広がりからも機能面からも既存国際機関に遠く及ばない。
「韜光養晦」によるロー・プロフィール政策をとることが難しくなっているのは事実で、内
向きには「大国としての責任」ということを強調するが、（すでに二酸化炭素排出量世界一に
もかかわらず）温室化ガス削減目標について国際公約とすることは断固として拒否しているな
ど、地球環境保護その他で十分な責任を果たしているとは思われない。G2 論も結局、アメリ
カが大国意識をくすぐって責任分担をさせようという腹なのが見えているので簡単には乗って
こない。「韜光養晦」政策は依然として継続しているといえよう。
そこで、覇権への挑戦ということではなく、国際公共財の共同負担（バードン・シェアリング）
という点から考えてみたい。
シーレーン等のライフライン防衛は国際法と国際正義に基づいて行われる限り、それ自体は
問題ではない。インド洋の「真珠の首飾り」にしてもミャンマーの軍事政権支持という問題は
あるとはいえ、各国との合意にしたがって、港湾開発と港湾利用を進めることそれ自体に問題
はない。グル―バルな財の安全かつ安定的な輸送の確保を一種の国際公共財としてとらえると、
そのコストの一部を経済力に応じて負担することはむしろ好ましい。
しかし、問題なのは、南シナ海での軍事行動や一方的な建造物の構築などがむしろ南沙諸島
（スプラトリー諸島）、西沙諸島（パラセル諸島）の領有を主張する諸国との緊張を高め、紛争
の危険と自由航行の不安を生んでいる点である。これは国際公共財の安定的供給という点から
は問題とせざるを得ない。上記のようなスーダン等の紛争国への対処も不適切である。
安全保障関係でいえば、中国は新安全保障観や和諧世界論で展開されている協調主義的外交
の徹底が、他国は既存秩序の既得権益保護にこだわりすぎずに、中国を協調主義的システムに
取り込むことが必要であろう。
また、国際金融・経済協力のシステムの一環をになうことは一種の国際公共財負担である。
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グローバル・インバランスの元凶はもちろんアメリカであるが、中国のその裏返しの意味を持っ
ている。膨大な貿易黒字は消費の拡大かあるいは、対外資本供給に回すべきで、それでこそ世
界経済と win-winになるはずである。しかし、人民元高のドルペッグ制の維持により消費者の
利益を犠牲にして輸出業者の利益を図り、また、事実上のバブルマネーを供給することで土地
開発業者と投機家の利益を図っているため経済構造がいびつ化している。資本取引制限の緩和、
為替市場の緩和、相続税・贈与税の導入、累進的な所得税の実施、地方交付税等による個人間
および地域間の所得再分配を実施すべきである。1997 年のアジア金融危機後、短期的対処のた
めのチェンマイイニシアチブ、長期的域内資金循環のためのアジア債券市場が設けられ、前者
は額の増額とマルチ化が、後者は債券種類や通貨建ての多様化が図られ発展を遂げている。
2020 年には中国の経済規模は日本の 2倍程度になると思われ、そうなると中国はそれにふさわ
しい規模での貢献も求められるだろう。それまでに中国の外交は「塻光養晦　有所作為」政策
を止め、大国としての外交スタイルを身につけていることが求められるだろう。今はその過渡
期にあると言える。
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